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甲州市国民保護計画変更の概要 

 

１ はじめに 

甲州市国民保護計画は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（国

民保護法）の規定に基づく計画で、平成 18 年 10 月に策定しました。本計画は、山梨県国民

保護計画に基づいて作成する計画であり、武力攻撃や緊急対処事態が発生した場合に、国の

指示により住民の避難、救援、武力攻撃災害への対処を行うことなどについて定めたもので

す。 

 

２ 見直しの背景 

計画策定以降、平成 26 年 11 月に、当時の甲州市地域防災計画や組織機構との整合性を図

るため、計画の一部改訂を行いました。 

今回の改訂では、国の基本方針の変更に伴い、令和３年１２月に改訂した県国民保護計画

を基本としながら、市計画を改訂して国、県との整合を図るものです。 

 

３ 変更の概要 

 山梨県国民保護計画との整合性に伴う変更 

 市組織機構改編への対応 

 各種データ、資料等の更新 など 

 

４ 各章項目の主な変更内容 

各章項目の主な変更内容については、以下のとおりです。（抜粋して記載） 

なお、複数の章・節に変更が反映される内容については、初出の章・節のみ、変更内容を記

載します。 

また、前回改訂時の変更漏れ（誤記修正）については、記述を省略します。 

（１）第 1編 総論 

第 4章  

市の地理的、社会的特徴 

 「人口分布」を令和 2年国勢調査時に更新 

（２）第 2編 平素からの備えや予防 

第 1章 組織・体制の整備等 

 第 1 

市における組織・体制の整備 

 組織機構改編に伴い、市の各課における平素の業

務内容を更新 
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 組織機構改編に伴い、職員の参集基準及び体制の

設置判断基準について変更 

 第 2 

関係機関との連携体制の整備 

 関係機関との連携体制等について、県計画を反映

し変更 

 近隣市町村との連携体制等について、県計画を反

映し変更 

 自主防災組織に対する支援について、県計画を反

映し変更 

 第 3 

通信の確保 

 非常通信体制の確保にあたっての留意事項につ

いて、県計画を反映し変更 

 電気通信設備の優先使用について、計画を反映し

変更 

 第 4 

情報収集・提供等の体制整備 

 全国瞬時警報システム（J-ALERT）の整備につい

て、県計画を反映し表記の追加 

 避難誘導時の情報収集及び安否情報の収集に協

力を求める関係機関の把握について、県計画を反

映し表記の追加 

 第 5 

研修及び訓練 

 市における訓練の実施について、県計画を反映

し、NBC 攻撃等により発生する武力攻撃災害への

対応訓練等の表記の追加 

第 2章 避難及び救援に関する平素からの備え 

 1 避難に関する基本的事項  災害対策基本法の表記の変更（要配慮者、避難行

動要支援者等の表記に変更）に伴う表記の変更 

第 3章 生活関連等施設の把握等 

 1 生活関連等施設の把握等  生活関連等施設の種類及び所管省庁の変更 

第 4章 物資及び資材の備蓄、整備 

 1 市における備蓄  避難住民等の救援に必要な物資や資材等につい

て、県計画を反映し変更 

第 5章 国民保護に関する啓発 

 1 国民保護措置に関する啓

発 

 災害対策基本法の表記の変更（要配慮者、避難行

動要支援者等の表記に変更）に伴う表記の変更 

（３）第 3編 武力攻撃事態等への対処 

第 1章 初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置 
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 1 事態認定前における緊急

事態連絡室の設置及び初動措

置 

 県計画を反映し、緊急事態連絡本部の設置及び

廃止基準の追加 

 県計画を反映し、緊急事態連絡本部の組織構成

等の追加 

 市緊急事態連絡本部の構成等について、組織機

構改編に伴う変更 

2 対策本部に移行する場合

の調整 

 国から市対策本部を設置すべき通知があった場

合及び災害対策本部を設置して対処していた場

合について、県計画を反映し変更 

第 2章 市対策本部の設置等 

 1 市対策本部の設置  市対策本部員及び市対策本部職員の参集につい

て、組織機構改編及び県計画を反映し変更 

 市対策本部の開設に伴い必要な各種通信機器

（システム）の一覧を追加 

 市対策本部を設置した際に通知を行う関係機関

の一覧を追加 

 市対策本部の組織構成及び業務分掌について、

組織機構改編及び県計画を反映し変更 

第 4章 警報及び避難の指示等 

 第 1 警報の伝達等  警報の内容の伝達方法について、緊急情報ネッ

トワークシステム（Em-Net）、全国瞬時警報シス

テム（J-ALERT）等の表記を追加 

 災害対策基本法の表記の変更（要配慮者、避難

行動要支援者等の表記に変更）に伴う表記の変

更 

 第 2 避難住民の誘導等  武力攻撃事態等における避難の類型と対応につ

いて、県計画を反映し変更 

第 5章 救援 

 1 救援の実施  救援に関する措置について、県計画を反映し変

更 

 4 災害時の高齢者・障害者

等に対する配慮 

 災害対策基本法の表記の変更（要配慮者、避難

行動要支援者等の表記に変更）に伴う表記の変

更 

第 6章 安否情報の収集・提供 

 2 県に対する報告  安否情報システムの表記の追加 

 3 安否情報の照会に対する

回答 

 安否情報の照会の受付について、県計画を反映

し変更 
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第 7章 武力攻撃災害への対処 

 第 2 応急措置等  退避の指示内容について、県計画を反映し変更 

 退避の指示に伴う措置等について、CATV を情報

伝達手段として追加 

 応急公用負担の手続について、計画を反映し表

記の追加 

 第 4 NBC 攻撃による災害へ

の対処等 

 ＮＢＣ攻撃が行われた場合の応急措置の実施に

ついて、県計画を反映し表記の追加 

 ＮＢＣ攻撃の汚染原因に応じた対応について、

県計画を反映し表記の追加 

第 9章 保健衛生の確保その他の措置 

 1 保健衛生の確保  保健衛生対策について、避難住民等の健康維持

等の対策を、県計画を反映し表記の追加 

 


